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	█業績動向

2025 年 1 月期は売上高・営業利益・調整後 EBITDA が過去最高。 
2026 年 1 月期は売上高・各利益とも 2 ケタ成長を見込む。 
株主還元策も大幅強化

1. 2025 年 1 月期の業績概要

鎌倉新書 <6184> の 2025 年 1月期の連結業績は、売上高 7,061 百万円（前期比 20.5%増）、営業利益 910 百

万円（同 11.6%増）、経常利益 907 百万円（同 11.8%増）、親会社株主に帰属する当期純利益は 687 百万円（同

29.5% 増）と増収増益となった。また調整後 EBITDA（＝営業利益＋減価償却費＋のれん償却費＋長期前払費

用償却＋株式報酬費用）は 1,144 百万円（同 20.1%増）となった。売上高・営業利益及び調整後 EBITDAは過

去最高を記録したが、期初計画に対する達成率は、売上高は 97.4%、営業利益 82.8%、経常利益 82.8%、親会

社株主に帰属する当期純利益は 89.3%、調整後 EBITDAは 86.0%といずれも未達であった。

売上面では、供養 3事業（葬祭、お墓、仏壇）合計で前期比 11.9%増と引き続き好調で、特に葬祭事業はマーケティ

ング施策が奏功して同 23.6%増と業績をけん引した。そのほか、子会社の (株 ) エイジプラスが展開する介護

事業では 2024 年 11 月に子会社化したユウテル (株 )の連結効果が現れ、官民協働事業では提携自治体数が前

期比で 92自治体増加し、提携自治体の人口カバー率が 59.1% となった。一方、アセットマネジメント事業は

同 2.4%増と増収ではあったが、オンライン集客の競争激化により伸び悩んだ。利益面では増収効果に加え、各

事業において横断的に広告費の効果的支出対策を実施したことで、売上高に占める広告宣伝費の割合は 24.3%

と前期比 2.4 ポイント減少し、利益を押し上げた。将来の成長に向けた施策としては、M&Aと並行してシステ

ム面の改善対応（事業ごとの顧客情報管理について顧客データベースを基軸に統合）を継続した。
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2. 2026 年 1 月期の業績見通し

2026 年 1月期の連結業績は、売上高 8,600 百万円（前期比 21.8%増）、営業利益 1,150 百万円（同 26.2%増）、

経常利益 1,145 百万円（同 26.2% 増）、親会社株主に帰属する当期純利益 770 百万円（同 12.0% 増）、調整後

EBITDA1,440 百万円（同 25.8% 増）と増収増益を見込む。引き続き供養 3事業の安定成長を図るほか、子会

社化したベル少額短期保険(株)と既存子会社である(株)鎌倉新書ライフパートナーズとの保険分野での協業、

同じく子会社化したユウテルとの介護分野における協業、官民協働事業の推進等によって目標達成を目指す。

2026年1月期の注力事業として、アセットマネジメント事業、介護事業、及び官民協働事業の3つがある。アセッ

トマネジメント事業は、オンライン集客の競争激化で 2025 年 1月期は紹介数が減少したが、2025 年 1月期下

期から開始した税理士や行政書士等との提携強化のほか、オペレーション改善施策等を実施し、事業基盤拡大や

成約単価や成約率の向上に寄与しはじめており、2026 年 1月期はその継続による業績改善が予想される。介護

事業についてはユウテルとの協業に期待がかかる。同社が強みとするオンライン集客とユウテルの得意とする顧

客との対面面談によるきめ細かい対応が組み合わさることで、成約率の向上が見込める。介護施設紹介事業の市

場は、オンライン型に比べて対面型の占める割合が全体の 9割程度と圧倒的に高く、かつオンライン・対面双

方をハイブリッドに展開している事業者は少ない。同社は提供サービスの質の向上と、成約率の上昇によるシェ

ア拡大を狙う。官民協働事業については、主力の「おくやみハンドブック（逝去後に必要な各種手続き等をまと

めた冊子）」が好評で新規提携だけでなく他社からのリプレイスも進んでいるほか、死後に必要な手続きの窓口

業務（おくやみコーナー）の受託や終活セミナーの開催に関して自治体からの引き合いが増加している。こうし

た需要を取り込むことで 2026 年 1月期は、終活セミナーは 100 自治体以上の開催を目指し、前期比で高い水

準の利益目標を掲げる。また、各事業における増収効果に加え、2025 年 1月期に一定の成果を挙げた広告運用

の最適化をさらに強化する。特に、葬祭事業で成果のあった施策を他事業にも適用して効果を検証し、カスタマ

イズすることで高い成約率につながる広告運用を図る。

2026 年 1 月期業績見通し

（単位：百万円）

25/1 期
実績

26/1 期
予想

前期比
増減率

売上高 7,061 8,600 21.8%

営業利益 910 1,150 26.2%

（営業利益率） 12.9% 13.4%

調整後 EBITDA 1,144 1,440 25.8%

経常利益 907 1,145 26.2%

親会社株主に帰属する
当期純利益

687 770 12.0%

出所：決算短信よりフィスコ作成
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3. 中期経営計画と成長戦略

2024 年 3 月に 2025 年 1 月期から 2027 年 1 月期までの 3ヶ年の中期経営計画を策定したが、2025 年 3 月

に最終年度を 2028 年 1月期に刷新し、最終年度目標について売上高を 120 億円から 127 億円に、営業利益を

25億円から 26億円とした。なお、2035 年 1月期の売上高 500 億円以上、営業利益 100 億円以上という長期

ビジョンに変更はない。超高齢社会の進展により、終活が当たり前の時代となるなか、終活インフラの整備を進

めることで供養市場や終活市場における存在感を高めつつ、社会基盤の一翼を担うことをミッションに掲げる。

中期経営計画達成に向けた具体的な戦略として、引き続き「クロスユースの強化」「集客チャネルの多様化」「サー

ビスの拡充」の相乗効果によって終活インフラの整備を加速させる。クロスユースの強化については、これまで

事業ごとに管理していた顧客情報を統合し、各サービスを横断したマーケティングを可能とする基盤整備を進め

ている。集客チャネルの多様化については、従来の強みであるオンライン集客機能に加えてオフライン集客機能

を充実させる。オフライン営業の一例として、介護事業におけるユウテルとの協業や、自治体が取り組む住民向

けサービス事業の拡大、また、今後は他の事業においてもオフライン営業機能を立ち上げる。サービスの拡充に

ついては、終活の入り口となる相続・不動産事業を対象とする「おかね領域」における新サービスの展開や、既

存事業の領域拡大がテーマとなる。顧客との接点を「こころ（供養）領域」「からだ領域（介護事業）」「おかね領域」

の 3つに分け、こころ領域では主にオンライン集客を、からだ領域では対面での施設紹介のオフライン営業を、

おかね領域ではサービス内容に即した顧客接点を追求し、強化を進める。

これらの 3領域に加え「官民領域」「クロスユース領域」「新規事業領域」を設定し、既存事業の拡大と収益基

盤の強化並びに新規事業による成長機会の創出を図ることで持続的な企業価値向上につなげる。官民領域におい

ては現行の自治体向けサービスに加えて住民向け終活サービスとして終活セミナー等を拡大し、オフライン集客

機能に進化させる。クロスユース領域においては葬祭と宗教者手配、お墓と仏壇等の隣接するサービスを基軸に、

統合した顧客情報の活用や、AI・DX推進、オフラインとデジタルの融合といった施策で顧客のクロスユースへ

アプローチする。新規事業領域は家族の終活をテーマに事業の具体化を進める。同社ではこころ、からだ、おか

ねの各領域について、2028 年 1月期の数値目標を設定しており、こころ領域では売上CAGR（年平均成長率）

10%以上、事業利益率 45%以上を、からだ領域では売上CAGR15%以上、事業利益率 30%以上を、おかね領

域では売上CAGR30%以上、事業利益率 20%以上を、それぞれ目指している。

4. 株主還元策

2024 年 9月に株主還元方針の見直しを発表した。2025 年 1月期から 2027 年 1月期までの 3ヶ年の限定措置

として、従来の安定的な配当方針から転換し、配当性向 100%または 1株当たり 20円のいずれか低いほうを年

間配当額にするとした。なお 2025 年 1 月期の年間配当額は 1株当たり 20.0 円（配当性向 107.8%）である。

投資家が中長期的に安心して投資できる環境整備の一環として株価を意識した経営に踏み込むため、株主還元方

針を変更したと考えられる。同社は元々自己資本比率が 68.5%（2025 年 1月期）と内部留保が充実し財務面が

安定していることから、今回の方針見直しにより、株主に寄り添うとともに、企業の持続的な成長を図ることで、

さらなる企業価値向上を図るものと言えよう。
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